
平成２６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １０ 府 省 庁 名   内閣府        

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
地震防災対策用資産に係る課税標準の特例措置の拡充及び延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

大規模地震対策が必要とされる一定の地域内で、不特定多数の者が出入りする施設、危険物を取り扱う施

設、一般旅客運送事業その他地震防災上の措置が必要な施設・事業を管理・運営する個人又は法人が、地震

防災対策のため一定の試算を取得した場合について、税制上の優遇措置の延長を要望するもの。 

（要件１）対象者 

① 品販売業を営む店舗（30人以上収容）、飲食店（同 30人以上）、病院、劇場、旅館その他不特定多数の者

が出入りする施設 

② 石油類、火薬類、高圧ガス等の危険物の製造、貯蔵、処理又は取扱いを行う施設 等 

（要件２）対象エリア 

① 東海地震に係る地震防災対策強化地域 

② 東南海・南海地震防災対策推進地域 

③ 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域 

（要件３）対象資産 

① 緊急地震速報受信装置 

② 緊急遮断装置 

③ 感震装置 

 

・特例措置の内容 

【課税標準の特例（固定資産税）】 

 現在、対象設備を取得した場合に、対象設備に対して課税されることとなった年度から３年度分の固定資

産税について、課税標準額を３分の２に減額しているところであるが、今通常国会で自民・公明両党が東南

海・南海地震対策特別措置法の改正により南海トラフ地震対策特別措置法案を提出したところであり、当該

法案が成立した場合、地震防災対策を推進する「推進地域」の拡大が想定されることから、南海トラフ地震

対策特別措置法に基づく「推進地域」を新たに対象エリアに追加するとともに、平成２６年３月３１日まで

の特例措置の期限を３年延長することを要望する 

 

 

関係条文 

 

地方税法附則第 15条第 6項、同法施行令附則第 11条第 8項、同法施行規則附則第 6条第 20項 

 

減収 

見込額 

［初年度］   ▲０．４（▲０．２）  ［平年度］  ▲０．８（▲０．２） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 
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要望理由 

（１）政策目的 

「大規模地震対策特別措置法」、「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」及び「日

本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」に基づく、東海地震に係

る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）と東南海・南海地震防災対策推進地域及び日本海溝・

千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域（以下「推進地域」という。）は、特に大規模地震の切迫性が高く、

甚大な被害が予想されることから、行政だけでなく当該地域に存する事業者、地域住民等を巻き込んだ総合

的な地震防災対策を強力に推進する必要があるが、今通常国会で提出された「南海トラフ地震に係る地震防

災対策の推進に関する特別措置法」が成立した場合には、同法に基づく「推進地域」についても、これまで

と同様に地震防災対策を強力に推進する必要がある。 

 特に、強化地域及び推進地域において、大規模地震が発生した場合に予想される甚大な被害を最小限に抑

えるためには、当該地域に存する事業者が地震防災対策用資産を整備することにより、事業者自体の被害の

軽減を図るとともに、当該事業者が行政による災害初動期の応急対策活動を補完することが必要である。 

 

（２）施策の必要性 

緊急地震速報受信装置及びその関連設備は、不特定多数の者が利用しており被災時に大きな混乱が生じ被害

が拡大するおそれがある施設や、危険物を取り扱う施設等に設置されることにより、当該施設の利用者の生

命・身体の安全の確保、機械の停止等による被害の拡大の防止を図ることが可能となる。東海地震、東南海・

南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震や、南海トラフ地震は、いずれも甚大な人的・物的被害が発

生することが想定されており、それぞれの地震（今度中に南海トラフ地震についても作成）に係る「地震防

災戦略」において定めた、死者数及び経済被害を今後１０年間で半減させるという目標を達成するために、

緊急地震速報受信装置等の設置の促進は不可欠である。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

 大規模地震対策特別措置法、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法及

び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく、東

海地震に係る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）並びに東南海・南海地震防災対策

推進地域及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域（以下「推進地域」という。）は、

特に大規模地震の発生の切迫性が高く、行政だけでなく当該地域に存する企業も巻き込んで、早急

に防災体制の構築を図る必要がある。 

 
政策評価体系 
政策目標 １０．防災政策の推進 

施策目標 ⑤  地震対策等の推進 

 

政策の 

達成目標 

 東海地震に係る地震防災対策強化地域、東南海・南海地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震防災対策推進地域に存する各企業が地震防災対策用資産を整備し、当該企業自体

の被害の軽減を図るとともに、本来行政が行うべき災害初動期の応急対策活動を補完することが必

要である。地震防災対策用資産の整備は、日常の企業活動を行う上で必要不可欠ではないため後回

しにされやすく、本特例措置とともに企業の防災意識の向上・定着のための取組を地道に継続して

いく必要がある。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

３年延長を要望 

同上の期間中

の達成目標 

強化地域・推進地域において、大規模地震が発生した場合に予想される甚大な被害を最小限に抑
えるためには、当該地域に存する企業が地震防災対策用資産を積極的に整備することにより、企業
自体の被害の軽減を図るとともに、当該企業が行政による災害初動期の応急対策活動を補完するこ
とが必要である。 

 なお、東海地震及び東南海・南海地震を対象とした「地震防災戦略」（平成１７年３月３０日中央

防災会議決定、平成２１年４月２１日フォローアップ結果を中央防災会議に報告）において、緊急

地震速報を活用した各種防災対策の実施により地震・津波被害を軽減することが目標として掲げら

れ、また、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の地震防災戦略（平成２０年１２月１２日中央防災

会議決定）において、緊急地震速報の利活用の推進による人的被害の軽減が目標として明記されて

いる。 

政策目標の 

達成状況 

対象資産である緊急地震速報受信装置は２１年度から追加されたものであり、緊急地震速報訓練等

を通じた行政、地域の事業者･住民を巻き込んだ普及啓発をさらに推進することが不可欠であり、そ

れにインセンティブを与えるものとして当該特例措置は有効である。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

年 40件 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

一般に災害対策を進める上では国等による「公助」だけでなく、国民一人ひとりや企業が自ら

考えて取り組む「自助」、地域の多様な主体が協働する「共助」が重要とされており、そういっ

た「自助･共助」の取組を喚起するインセンティブを与える必要がある。ここで地震防災対策用

資産の取得時コストを軽減するインセンティブにより、当該資産の導入を通じた地域防災力向

上を図ることが有効である。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

なし 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

なし 
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上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

要望の措置の 

妥当性 

緊急地震速報受信装置等の設置により大規模地震による被害の軽減を図ることが可能となる

が、その設置に要する費用負担を軽減するため、本特例措置を講じることが必要である。なお、

平成１９年１０月から気象庁による緊急地震速報の一般向けの提供が開始され、緊急地震速報

の普及を進めることで地震発生に際しての被害を抑制する効果が期待できることから、平成２

１年度税制改正において緊急地震速報受信装置を対象資産に追加する等の見直しを行ったとこ

ろであるが、緊急地震速報受信装置の導入状況は未だ途上にある。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

平成２２年度３件 

平成２３年度４件以上 

平成２４年度１件以上 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

① 適用総額の種類：課税標準（固定資産の価格） 

② 適用実績：22,350千円 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

今後、南海トラフ地震対策特別措置法に基づく新たな推進地域においても、これまでの推進

地域等と同様に、本特例措置により緊急地震速報受信装置等の整備を推進していくことが適当

である。また、併せて、これまでの推進地域等においても緊急地震速報受信装置等の整備が十

分に進んでいるとは言えない状況であり、引き続き特例措置によるインセンティブの付与が必

要である。 

前回要望時の 

達成目標 

東海地震及び東南海・南海地震を対象とした「地震防災戦略」（平成 17年 3月 30日中央防災会

議決定、平成 21年 4月 21日フォローアップ結果を中央防災会議に報告）、「日本海溝･千島海溝

周辺海溝型地震の地震防災戦略」（平成 20年 12月 12日中央防災会議決定）において、緊急地

震速報の活用による人的被害の軽減が目標として明記されている。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

緊急地震速報受信装置等の設置により大規模地震による被害の軽減を図ることが可能となる

が、その設置に要する費用負担を軽減するため、本特例措置を講じることが必要である。なお、

平成１９年１０月から気象庁による緊急地震速報の一般向けの提供が開始され、緊急地震速報

の普及を進めることで地震発生に際しての被害を抑制する効果が期待できることから、平成２

１年度税制改正において緊急地震速報受信装置を対象資産に追加する等の見直しを行ったとこ

ろであるが、緊急地震速報受信装置の導入状況は未だ途上にある。 

 また、南海トラフ地震対策特別措置法案が国会に提出されており、法案が成立した場合には、

当該法律に基づく「推進地域」においても地震防災対策を強力に推進していく必要がある。 

これまでの要望経緯 

昭和58年度 創設（適用期限5年間、課税標準2/3）、昭和63年度 適用期限2年間延長 、平成2年度 対象資産拡

充、適用期限2年間延長、平成4,6年度 適用期限2年間延長、平成8年度 対象地域拡大、適用期限2年間延長、平

成10年度 適用期限の2年間延長、平成12年度 適用期限2年間延長、課税標準引き上げ（2/3→3/4） 、平成14年

度 適用期限 2年間延長、課税標準引き上げ（3/4→4/5）、平成 15年度 対象地域の拡充及び廃止、課税標準の一部

変更（2/3と 4/5）、平成 16年度 適用期限 2年間延長、対象地域の一部廃止、平成 17年度 対象地域の拡充、平成

18年度 適用期限 2年間延長、平成 20年度 適用期限 2年間延長、課税標準引き上げ（2/3→3/4）平成 21年度 対

象資産の拡充及び廃止、対象地域の拡充、課税標準引き下げ（5年間3/4→3年間2/3）、平成22年度 適用期限4年

延長 
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